
神戸航空貨物ターミナル株式会社 

 

第１ 会社の概要 

１ 所 在 地  神戸市東灘区向洋町東４丁目16番地 

２ 設立年月日   平成４年４月28日 

３ 資 本 金  100,000千円（平成28年８月減資） 

（平成28年８月実施の減資前資本金 2,936,000千円 

うち、神戸市出資額 1,720,000千円） 

４ 設 立 目 的 

当会社は、関西国際空港の開港を契機として、西日本一円における航空貨物の物流拠点と

してエアカーゴシティターミナルを整備。荷さばき、通関、保管及び空港への集中輸送等の

機能を備えることにより、神戸港を海空陸の総合的な物流ネットワークの結節点として、さ

らに発展させることを目的とする。 

 

第２ 令和６年度決算 

１ 事業実績の概要 

令和６年度の国際貨物事業について、貨物取扱量は前年度比4.4パーセント増の2,201ト

ンとなった。また、フォワーダー等国際貨物事業者への貸付面積は上屋は6,890平方メート

ル、事務所は627平方メートルとなった。国内貨物等事業であるフォワーダー以外の物流事

業者への貸付は、上屋では14,271平方メートル、事務所では2,325平方メートルとなった。 

 

  (1) 貨物の取扱状況（国際貨物事業）                 （単位 トン） 

区   分 上   期 下   期 合   計 

集
中
輸
送
業
務 

輸    出         647       699     1,346 

輸    入         417       438       855 

計        1,064     1,137     2,201 

 

 (2) 施設の賃貸状況（国際貨物事業・国内貨物等事業） 

（令和７年３月31日現在、単位 ㎡） 

施設区分 
国際貨物 

事業 

国内貨物等 

事業 
合   計 

入居率 

(％) 

建 

物 

上屋(荷受場含む)   6,890 14,271  21,161 
   24,113      76.7 

事  務  所     627   2,325   2,952 

駐
車
場
等 

面 積 貸 付     207   6,044           6,251      98.4 

個 別 貸 付     14台   100台      114台     79.7 
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２　損益計算書（令和６年４月１日～令和７年３月31日、単位　円）　 　

金　　額 金　　額

　 401,558,365 　 435,609,473 

119,567,621 108,548,865 

281,990,744 327,060,608 

1,608,219 347,486 

1,608,219 347,486 

5,230,281 

1,035,340 

4,194,941 

408,396,865 435,956,959 

27,560,094 

5,479,891 

　 3,227,510 

18,852,693 

257,421,411 

276,274,104 

※ 神戸市からの収入

 (1) 補助金・負担金・分担金 －               千円

 (2）受託料 －               千円

当 期 純 利 益

前期繰越利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余 金

　

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

国 際 貨 物 事 業 費 国 際 貨 物 事 業 収 入

国 内 貨 物 等 事 業 費 国内貨物等事業収入

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

合　　　計 合　　　計

税 引 前 当 期 純 利 益

受 取 利 息 等雑 損 失 等

固定資産除却損

特 別 損 失

投資有価証券売却損等

費　用　の　部 収　益　の　部

科    目 科    目

営 業 費 用 営 業 収 益

３　支出明細表（令和６年４月１日～令和７年３月31日、単位　円）　　

人件費 物件費 修繕費 減価償却費 その他

119,567,621 10,751,340 107,487,159 874,926 454,196 －           

281,990,744 32,394,073 245,591,986 2,636,178 1,368,507 －           

1,608,219 －           －           －           －           1,608,219 

5,230,281 －           －           －           －           5,230,281 

408,396,865 43,145,413 353,079,145 3,511,104 1,822,703 6,838,500 合　　　計

科　目 支出合計

内　　　訳

国 際 貨 物 事 業 費

国 内 貨 物 等 事 業 費

特 別 損 失

雑 損 失
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金　　額 金　　額

流 動 資 産 710,960,720 224,288,207 

701,549,036 流 動 負 債 53,345,737 

5,630,152 3,427,721 

2,595,003 16,394,359 

900,004 31,666,304 

286,525 524,853 

11,460,415 151,500 

7,981,564 1,181,000 

建 物 5,721,891 170,942,470 

構 築 物 798,937 170,942,470 

工 具 器 具 備 品 　 1,460,736 498,132,928 

77,065 498,132,928 

ソ フ ト ウ ェ ア 77,065 100,000,000 

3,401,786 　 180,100,824 

投 資 有 価 証 券 7,000 180,100,824 

保 証 金 3,394,786 276,274,104 

276,274,104 

276,274,104 

△58,242,000 

722,421,135 722,421,135 

固 定 資 産

現 預 金

売 掛 金

未 収 入 金

貯 蔵 品 等

前 払 費 用 等

（ 負 債 の 部 ）

４　貸借対照表（令和７年３月31日現在、単位　円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科    目 科    目

資産合計

その他利益剰余金

負債及び純資産合計

繰越利益剰余金

自 己 株 式

買 掛 金

未 払 費 用

仮 受 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等

利 益 剰 余 金

（ 純 資 産 の 部 ）

投資その他の資産

資 本 金

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

未 払 消 費 税 等有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 負 債

預 り 保 証 金 等

株 主 資 本
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（重要な会計方針） 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

     時価のないもの … 移動平均法による原価法を採用している。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産（リース資産を除く）… 定額法を採用している。 

(3) 消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

（貸借対照表関係） 

有形固定資産の減価償却累計額                    49,184,725  円 

 

（損益計算書関係） 

営 業 費 用 401,558,365 円 

国際貨物事業費（諸税・減価償却費を除く） 119,043,427 円 

国内貨物等事業費（    〃     ） 280,411,325 円 

諸税 280,910 円 

減価償却費 1,822,703 円 
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第３ 令和７年度事業計画 

１ 事業計画の概要 

  輸出入貨物の通関・輸送を担うフォワーダーの事業環境は、貨物蔵置場所を管轄する税関

署以外でも通関申告が可能となるなどの制度改正により利便性が向上し、当ターミナルを

利用する各社は、関西国際空港及びその周辺での自社拠点の集約化、体制の効率化を図った。

また、輸送手段の自己調達も進め、当ターミナルからの撤退が相次ぐこととなった。 

  当会社においては、本市が進める外郭団体の見直しのなかで、フォワーダー各社の状況を

踏まえ、総合的な航空貨物の物流拠点を運営し、輸送手段を提供することで民間事業者へサ

ービスを提供するという本市の外郭団体としての役割を終えたと判断し、株主総会におい

て令和７年４月30日をもって解散することを決議した。解散後は清算手続きへ移行する。 
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